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平成14年10月期 個別財務諸表の概要 
平成14年12月13日 

 
上 場 会 社 名 株式会社カナモト 上場取引所  東・札 

コ ー ド 番 号 ９６７８  本社所在都道府県 北海道 

（URL http://www.kanamoto.co.jp） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏 名  金 本 寛 中 

問合せ先責任者 役職名 執行役員経理部長 氏 名  卯 辰 伸 人 ＴＥＬ（０１１）２０９－１６００ 

決算取締役会開催日 平成１４年１２月１３日 中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成１５年 １月２８日 単元株制度採用の有無 有（1単元1,000株） 

 

１．14年10月期の業績（平成13年11月１日～平成14年10月31日） 

（1）経営成績 （金額表示：百万未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

14年10月期 60,606   （△5.7） 2,255   （△18.6）   2,477   （△24.8） 

13年10月期 64,295   （ 5.4） 2,771   （△10.7）   3,294   （ 23.5） 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

14年10月期 1,134  （ 118.7）  37 49 28 85   3.6   2.5   4.1 

13年10月期 518  （△64.4）  17 14 15 04   1.7   3.2   5.1 

（注）①期中平均株式数  14年10月期 30,250,808株     13年10月期 30,245,585株 

    ②会計処理の方法の変更   有 

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（2）配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

14年10月期    18  00     9  00    9  00 544     48.0     1.7 

13年10月期    18  00   9 00   9 00 544    105.0     1.8 

 

（3）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

14年10月期 96,717 31,356    32.4  1,036 63 

13年10月期 105,423 31,034    29.4  1,025 82 

（注）①期末発行済株式数  14年10月期 30,248,756株   13年10月期 30,252,259株 

   ②期末自己株式数   14年10月期    4,485株   13年10月期     982株 

 

２．15年10月期の業績予想（平成14年11月１日～平成15年10月31日） 

1株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 31,300 1,250 630 9  00 ―――― ―――― 

通   期 62,000 2,080 950 ――――   9  00  18  00 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 31円41銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の経済環境予想等に基づいて作成したもので

あり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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Ⅷ 個別財務諸表等 

 １．比較貸借対照表 

     （千円未満切捨て表示）

当  期 
 

(平成14年10月31日現在) 

前  期 
 

(平成13年10月31日現在) 
増 減 金 額 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（資 産 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金  14,578,410  15,691,502  △1,113,092 

受 取 手 形  10,422,798  12,519,707  △2,096,909 

売 掛 金  11,796,391  12,586,858  △790,466 

有 価 証 券  75,075  114,440  △39,365 

商 品  347,504  738,281  △390,776 

建 設 機 材  2,466,271  2,931,588  △465,316 

貯 蔵 品  51,223  67,865  △16,641 

前 払 費 用  242,097  252,944  △10,846 

未 収 法 人 税 等  56,109  －  56,109 

繰 延 税 金 資 産  151,957  226,386  △74,428 

そ の 他  133,976  73,392  60,583 

貸 倒 引 当 金  △462,026  △318,288  △143,737 

流 動 資 産 合 計  39,859,790 41.2 44,884,678 42.6 △5,024,888 

Ⅱ 固 定 資 産       

(1） 有 形 固 定 資 産       

 レ ン タ ル 用 資 産  16,609,158  19,820,554  △3,211,395 

 建 物  6,082,853  6,446,603  △363,750 

 構 築 物  1,373,252  1,581,594  △208,341 

 機 械 及 び 装 置  1,062,271  1,294,670  △232,398 

 車 輛 運 搬 具  2,033  2,078  △45 

 工 具 器 具 及 び 備 品  188,522  230,596  △42,073 

 土 地  24,227,409  24,258,223  △30,813 

 建 設 仮 勘 定  104,184  58,896  45,287 

 有 形 固 定 資 産 合 計  49,649,685 51.3 53,693,217 50.9 △4,043,531 

(2） 無 形 固 定 資 産       

 無 形 固 定 資 産 合 計  93,358 0.1 78,984 0.1 14,374 

(3） 投 資 そ の 他 の 資 産       

 投 資 有 価 証 券  3,467,694  3,581,437  △113,743 

 関 係 会 社 株 式  805,435  561,699  243,735 

 出 資 金  144,875  187,468  △42,593 

 関係会社長期貸付金  －  100,000  △100,000 

 長 期 前 払 費 用  134,839  168,148  △33,308 

 保 険 積 立 金  132,086  194,193  △62,107 

 繰 延 税 金 資 産  1,727,149  1,563,464  163,684 

 そ の 他  1,275,329  856,838  418,490 

 貸 倒 引 当 金  △572,830  △446,847  △125,982 

 投資その他の資産合計  7,114,579 7.4 6,766,405 6.4 348,174 

 固 定 資 産 合 計  56,857,624 58.8 60,538,606 57.4 △3,680,982 

 資 産 合 計  96,717,414 100.0 105,423,285 100.0 △8,705,870 
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     （千円未満切捨て表示）

当  期 
 

(平成14年10月31日現在) 

前  期 
 

(平成13年10月31日現在) 
増 減 金 額 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（負 債 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 流 動 負 債       

支 払 手 形  8,091,133  9,151,177  △1,060,044 

買 掛 金  2,856,865  2,646,364  210,500 

短 期 借 入 金  8,289,000  7,755,000  534,000 

１年以内償還予定の社債  5,277,692  －  5,277,692 

１年以内償還予定の転換社債  4,164,000  －  4,164,000 

未 払 金  7,887,580  8,284,244  △396,663 

未 払 法 人 税 等  －  1,290,280  △1,290,280 

未 払 消 費 税 等  338,870  319,204  19,665 

未 払 費 用  214,920  279,598  △64,677 

賞 与 引 当 金  519,580  575,298  △55,718 

設 備 支 払 手 形  289,066  421,631  △132,565 

そ の 他  122,361  122,830  △468 

流 動 負 債 合 計  38,051,070 39.4 30,845,629 29.3 7,205,440 

Ⅱ 固 定 負 債       

社 債  －  5,277,692  △5,277,692 

転 換 社 債  －  9,281,000  △9,281,000 

長 期 借 入 金  16,858,000  14,305,000  2,553,000 

長 期 未 払 金  8,614,241  12,399,361  △3,785,120 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  177,723  282,426  △104,703 

退 職 給 付 引 当 金  1,659,509  1,997,795  △338,286 

固 定 負 債 合 計  27,309,473 28.2 43,543,275 41.3 △16,233,801 

負 債 合 計  65,360,543 67.6 74,388,904 70.6 △9,028,361 

（資 本 の 部）      

Ⅰ 資 本 金  8,596,737 8.9 8,596,737 8.2 － 

Ⅱ 資 本 準 備 金  9,720,343 10.0 9,720,343 9.2 － 

Ⅲ 利 益 準 備 金  1,372,487 1.4 1,372,487 1.3 － 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金       

(1） 任 意 積 立 金       

 別 途 積 立 金  10,350,000  10,350,000  － 

(2） 当 期 未 処 分 利 益  1,427,837  854,814  573,023 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  11,777,837 12.2 11,204,814 10.6 573,023 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △108,448 △0.1 140,535 0.1 △248,984 

Ⅵ 自 己 株 式  △2,086 △0.0 △537 △0.0 △1,548 

資 本 合 計  31,356,871 32.4 31,034,380 29.4 322,490 

負 債 資 本 合 計  96,717,414 100.0 105,423,285 100.0 △8,705,870 
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 ２．比較損益計算書 

     （千円未満切捨て表示）

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

増 減 金 額 
期  別 

 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 売 上 高  60,606,901 100.0 64,295,468 100.0 △3,688,567 

Ⅱ 売 上 原 価  46,456,572 76.7 48,872,408 76.0 △2,415,836 

 売 上 総 利 益  14,150,328 23.3 15,423,059 24.0 △1,272,731 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  11,894,836 19.6 12,651,742 19.7 △756,905 

 営 業 利 益  2,255,491 3.7 2,771,317 4.3 △515,825 

Ⅳ 営 業 外 収 益  825,116 1.4 1,191,777 1.8 △366,660 

 受 取 利 息 ・ 配 当 金  55,887  40,492  15,395 

 投 資 有価証券売却益  157,293  370,851  △213,557 

 社 債 買 入 消 却 益  46,450  8,143  38,307 

 受 取 賃 貸 料  150,222  316,635  △166,413 

 受 取 報 奨 金  168,536  －  168,536 

 そ の 他  246,726  455,655  △208,928 

Ⅴ 営 業 外 費 用  603,011 1.0 668,233 1.0 △65,221 

 支 払 利 息  334,493  395,076  △60,582 

 社 債 利 息  111,986  129,290  △17,304 

 そ の 他  156,531  143,865  12,665 

 経 常 利 益  2,477,597 4.1 3,294,861 5.1 △817,264 

Ⅵ 特 別 利 益  413,449 0.7 33,151 0.1 380,297 

 前 期 損 益 修 正 益  －  2,256  △2,256 

 退職給付引当金戻入益  395,091  －  395,091 

 そ の 他  18,358  30,895  △12,536 

Ⅶ 特 別 損 失  838,356 1.4 2,255,508 3.5 △1,417,152 

 固 定 資 産 売 除 却 損  197,038  100,597  96,440 

 投 資 有価証券評価損  232,561  126,450  106,110 

 投 資 有価証券売却損  70,085  －  70,085 

 関 係 会 社 支 援 損  100,000  －  100,000 

 転 換 社 債 償 還 損  96,085  －  96,085 

 退職給付引当金繰入額  －  1,973,120  △1,973,120 

 そ の 他  142,585  55,340  87,245 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,052,690 3.4 1,072,504 1.7 980,186 

法人税、住民税及び事業税  829,703 1.4 1,854,010 2.9 △1,024,307 

法 人 税 等 調 整 額  88,834 0.1 △1,299,994 △2.0 1,388,828 

当 期 純 利 益  1,134,153 1.9 518,488 0.8 615,664 

前 期 繰 越 利 益  565,944  635,801  △69,857 

中 間 配 当 額  272,259  272,250  8 

中 間 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 積 立 額

 －  27,225  △27,225 

当 期 未 処 分 利 益  1,427,837  854,814  573,023 
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 ３．比較利益処分案 

     （千円未満切捨て表示）

期  別 
 
 
 
科  目 

当  期（案） 
株主総会承認日 
（平成15年１月28日） 

前  期 
株主総会承認日 
（平成14年１月29日） 

増 減 金 額 

 千円 千円 千円 

当 期 未 処 分 利 益 1,427,837 854,814 573,023 

これを次のとおり処分いたします。    

利 益 処 分 額 838,838 288,870 549,968 

利 益 準 備 金  － － － 

(注) 配 当 金  272,238 
(１株につき９円) 

272,270 
(１株につき９円) 

△ 31 

役 員 賞 与 金  16,600 16,600 － 

( う ち 監 査 役 賞 与 金 )  (1,700) (1,700) (－) 

任 意 積 立 金     

別 途 積 立 金  550,000 － 550,000 

次 期 繰 越 利 益 588,999 565,944 23,054 

（注）１．平成14年７月22日に272,259千円（１株につき９円）の中間配当を実施いたしました。 

   ２．配当金は、自己株式4,485株を除いて計算しております。 
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 ４．注記事項 

（重要な会計方針） 

期  別 
 
項  目 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

 

 

 

時価のないもの 

同    左 

２．建設機材の評価基準及び

評価方法 

 購入年度別原価から、定率法による減

価償却費を控除した額によっておりま

す。 

（追加情報） 

 敷板鋼板の耐用年数は、従来７年とし

ていましたが、物理的使用可能期間を考

慮し、かつ、顧客におけるレンタル化志

向による経済的使用可能期間の長期化に

より、使用可能期間を見積り当期から耐

用年数を10年に変更いたしました。 

 この結果、従来と同一の基準によった

場合と比べて当期の減価償却費は

209,320千円減少し、売上総利益、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益は  

209,320千円増加しております。 

 購入年度別原価から、定率法による減

価償却費を控除した額によっておりま

す。 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 後入先出法による低価法 

(1）商品 

同    左 

 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同    左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 
 定率法を採用しております。ただし、
定期借地権契約による借地上の建物につ
いては、耐用年数を定期借地権の残存期
間、残存価額を零とした定額法によって
おります。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりで
あります。 
 レンタル用資産 ５～10年 
 建物      31～34年 

(1）有形固定資産 
 定率法を採用しております。ただし、
定期借地権契約による借地上の建物につ
いては、耐用年数を定期借地権の残存期
間、残存価額を零とした定額法によって
おります。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりで
あります。 
 レンタル用資産 ５～10年 
 建物      31～34年 

 （追加情報） 

 貸与ハウスの耐用年数は、従来７年と

していましたが、最近時における品質の

向上により物理的使用可能期間が伸長

し、また、顧客におけるレンタル化志向

による経済的使用可能期間の長期化によ

り、使用可能期間を見積り、当期から耐

用年数を10年に変更いたしました。 

 この結果、従来と同一の基準によった

場合と比べて当期の減価償却費は

232,276千円減少し、売上総利益、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益は  

232,276千円増加しております。 
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期  別 
 
項  目 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

 (2) 無形固定資産 
 自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しておりま
す。 

(2) 無形固定資産 

同    左 

 (3) 長期前払費用 
 定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 
 法人税法の規定による定額法 

５．繰延資産の処理方法 ──────  新株発行費は、支出時に全額費用とし
て処理しております。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 
同    左 

 (2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支払に備えて、賞与
支給見込額の当期負担額を計上してお
ります。 

(2）賞与引当金 

同    左 

 (3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる額を
計上しております。過去勤務債務は、
その発生時に一括償却しております。 
 数理計算上の差異は、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理すること
としております。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。なお、会計基準変更時差異
（1,973,120千円）は当事業年度におい
て一括費用処理しております。 
 数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により、
翌事業年度から費用処理することとし
ております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職金の支出に備えるため、
内規に基づく期末要支給額を引当てて
おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同    左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

同    左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 
 外貨建取引等会計処理基準に基づく
振当処理及び金融商品会計基準に基づ
く特例処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 
同    左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 外貨建社債及び輸入代金債務に係る
為替変動リスクを回避する目的で通貨
スワップ取引及び為替予約取引を利用
しております。また、借入金利息に係
る金利相場の変動リスクを回避する目
的で、金利スワップ取引を利用してお
ります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
同    左 

 (3) ヘッジ方針 
 相場変動リスクを受ける資産・負債
の範囲内でリスクヘッジ目的に限定し
てデリバティブ取引を利用しておりま
す。 

(3) ヘッジ方針 
同    左 

 (4) 有効性評価の方法 
 通貨スワップ取引及び為替予約取引
は、ヘッジ開始時及びその後も継続し
て、相場変動またはキャッシュ・フ
ロー変動を完全に相殺できるものと想
定できるため、ヘッジ有効性の評価を
省略しております。また、金利スワッ
プ取引は特例処理の要件を満たしてお
り、その判定をもって有効性の判定に
代えております。 

(4) 有効性評価の方法 
同    左 
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期  別 
 
項  目 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

９．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同    左 

 

 

（会計処理の変更） 

期  別 
 
項  目 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

事故処理における収益費用計

上区分の変更 

 レンタル用資産及びリースによって賃
借している機械が貸出中の事故により損
傷した場合、従来、保険金収入は「営業
外収益」で処理し、レンタル用資産の簿
価は「特別損失」、リース機械の解約損
は「営業外費用」で処理しておりました
が、当期から保険金収入は「売上高」と
して処理し、レンタル用資産の簿価及び
リース機械の解約損は「売上原価」とし
て処理する方法に変更いたしました。 
 この変更は、レンタル業においては貸
出しによる賃貸料で投下資本を全額回収
することが目的であり、事故による保険
金収入においても、投下資本の回収と考
えることができ、また、保険金収入も増
加傾向にあるために行ったものでありま
す。 
 この変更により、従来と同一の基準に
よった場合と比べ、売上高は204,754千円
増加し、売上総利益及び営業利益は
75,843千円それぞれ増加し、経常利益は
61,017千円減少しましたが、税引前当期
純利益には影響ありません。 

────── 

従業員家賃の収益費用計上区

分の変更 

 従来、従業員家賃の会社支払額は「販
売費及び一般管理費」で処理し、従業員
負担部分は「営業外収益」で処理してお
りましたが、当期から従業員負担額は
「販売費及び一般管理費」から控除する
方法に変更いたしました。 
 この変更は従業員の増加に伴い、当該
金額の重要性が増加する傾向にあるた
め、会社の実質的な家賃負担額を示すた
めに行ったものであります。 
 この変更により、従来と同一の基準に
よった場合と比べ、営業利益は165,232千
円増加しましたが経常利益及び税引前当
期純利益には影響ありません。 

────── 

 

（表示方法の変更） 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してい
た「受取報奨金」は、営業外収益の合計額の100分の10を
超えることとなったため区分掲記することに変更しまし
た。なお、前期における「受取報奨金」の金額は86,487
千円であります。 

────── 
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（追加情報） 

期  別 
 
項  目 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

退職給付会計 ──────  当事業年度から退職給付に係る会計基
準（「退職給付に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会 平成
10年６月16日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比
較して、退職給付費用が1,997,795千円
増加し経常利益は24,675千円、税引前当
期純利益は1,997,795千円減少しており
ます。 

金融商品会計 ──────  当事業年度から金融商品に係る会計基
準（「金融商品に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会 平成
11年１月22日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比
較して、経常利益は79,351千円、税引前
当期純利益は14,153千円増加しておりま
す。 
また、期首時点で保有する有価証券を保
有目的を検討し、その他有価証券に含ま
れている債券のうち１年内に満期の到来
するものは流動資産の有価証券として、
それら以外は投資有価証券として表示し
ております。その結果、流動資産の有価
証券は278,026円減少し、投資有価証券
は278,026円増加しております。 

 

 

（貸借対照表関係） 

期  別 
 
項  目 

当  期 
 

(平成14年10月31日現在) 

前  期 
 

(平成13年10月31日現在) 

１．有形固定資産の減価償却 

 累計額 
42,840,623千円 46,491,403千円 

２．保証債務の残高  従業員の銀行借入に対する連帯保証 

22,334千円 

 関連会社（㈱ｱｸﾃｨﾌﾞﾊﾟﾜｰ） 

 の借入債務に対する債務保証 

 （㈱みずほ銀行）350,000千円 

 従業員の銀行借入に対する連帯保証 

26,839千円 

 関連会社（㈱ｱｸﾃｨﾌﾞﾊﾟﾜｰ） 

 の借入債務に対する債務保証 

 （㈱みずほ銀行）350,000千円 

３．当期発行株式   

発 行 形 態 ────── 新株引受権 権利行使 

   （ストックオプション） 

発 行 株 式 数   24千株 

発 行 価 格   437円 

資 本 組 入 額   219円 

４．圧縮記帳 

  国庫補助金等の受入れに

よる圧縮記帳累計額 

  

機 械 及 び 装 置 

土 地 

合 計 

5,044 千円 

3,569 千円 

8,613 千円 

5,044 千円 

3,569 千円 

8,613 千円 
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（損益計算書関係） 

期  別 
 
項  目 

当  期 
 

(平成14年10月31日現在) 

前  期 
 

(平成13年10月31日現在) 

１．退職給付引当金戻入益  厚生年金基金制度において平成14年４

月から年金支給開始年齢を引き上げたこ

とに伴う、退職給付債務の減少額であり

ます。 

────── 

２．固定資産売除却損の内訳 （固定資産売却損） 

 建物         17,492千円 

 機械及び装置       243千円 

 その他         123千円 

（固定資産除却損） 

 レンタル用資産   22,174千円 

 建物        18,858千円 

 構築物       13,751千円 

 機械及び装置       104,118千円 

 工具器具及び備品   11,346千円 

 その他        8,929千円 

（固定資産売却損） 

 建物         1,668千円 

 構築物        2,178千円 

 機械及び装置      818千円 

（固定資産除却損） 

 レンタル用資産   85,707千円 

 建物         4,300千円 

 構築物        3,536千円 

 機械及び装置     1,551千円 

 工具器具及び備品    835千円 

３．関係会社支援損  関係会社（プロヴィデンス・ブルワ

リー㈱）への貸付金の回収不能見込額で

あります。 

────── 
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（リース取引関係） 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

 

 

 

 

 

 

 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 4,258,886千円 １ 年 内 2,893,595千円 

１ 年 超 12,899,776千円 １ 年 超 4,787,601千円 

合 計 17,158,662千円 合 計 7,681,197千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支 払 リ ー ス 料 3,838,017千円 支 払 リ ー ス 料 2,717,322千円 

減価償却費相当額 3,272,184千円 減価償却費相当額 2,471,800千円 

支 払 利 息 相 当 額 333,786千円 支 払 利 息 相 当 額 252,179千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

    同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１ 年 内 1,543,331千円 １ 年 内 1,680,658千円 

１ 年 超 2,642,701千円 １ 年 超 2,837,561千円 

合 計 4,186,032千円 合 計 4,518,220千円 

 

 

（有価証券関係） 

 前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。なお、

前事業年度（平成13年10月31日現在）及び当事業年度（平成14年10月31日現在）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

レンタル用資産 14,030,856 6,820,861 7,209.995 

工具器具及び備品 623,113 306,423 316,689 

合 計 14,653,970 7,127,285 7,526,684 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

レンタル用資産 24,072,116 7,532,570 16,539,546 

工具器具及び備品 562,620 339,044 223,576 

合 計 24,634,737 7,871,615 16,763,122 
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（税効果会計関係） 

当  期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

前  期 
自 平成12年11月１日 
至 平成13年10月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 223,215千円

未払事業税否認 －千円

退職給付引当金超過額 692,015千円

役員退職慰労引当金損金算入限度超
過額 74,110千円

賞与引当金損金算入限度超過額 144,443千円

減価償却超過否認 387,404千円

その他 280,350千円

繰延税金資産合計 1,801,537千円

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 77,569千円

繰延税金資産の純額 1,879,106千円

表示区分：流動資産 151,957千円

固定資産 1,727,149千円
  

 
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 139,048千円

未払事業税否認 105,214千円

退職給付引当金超過額 833,080千円

役員退職慰労引当金損金算入限度超
過額 117,771千円

賞与引当金損金算入限度超過額 119,949千円

減価償却超過否認 476,600千円

その他 98,708千円

繰延税金資産合計 1,890,370千円

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △100,520千円

繰延税金資産の純額 1,789,850千円

表示区分：流動資産 226,386千円

固定資産 1,563,464千円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率 41.7％

（調整） 

住民税均等割等 3.8％

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.2％
  

 
法定実効税率 41.7％

（調整） 

住民税均等割等 7.2％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.7％
  

 

 

Ⅸ 役員の異動 

 

１．代表者の異動 

     該当事項はありません。 

 

  ２．その他の役員の異動 

    新任取締役候補 

    取締役 金本 栄中（かなもと・えいちゅう）（現 執行役員 債権管理部長 監査室管掌） 

    取締役 卯辰 伸人（うたつ・のぶひと）  （現 執行役員 経理部長） 

    取締役（非常勤） 

        雑賀 忠夫（さいか・ただお）   （現 オリックス株式会社 業務本部長） 

 

    退任予定取締役 

    取締役（非常勤） 

        的野 真博（まとの・まさひろ） 


